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)研究開発の実績
(平成20年4月～平成22年3月)

原子力基礎工学　【中期計画該当箇所：I.5.(1) 】
	【中期計画】
我が国の原子力研究開発の基盤を形成し、新たな原子力利用技術を創出するため、以下の原子力基礎工学研究を実施する。なお、実施に当たっては外部資金の獲得に努める。



[bookmark: _GoBack]<<達成内容>>
○原子力基礎工学研究では、原子力研究開発の基盤を形成し、新たな原子力利用技術を創出するとの方針の下に、共通的科学技術の基盤となるデータベースや計算コード等の技術体系の整備、その基盤に立脚した新たな原子力利用技術の創出、産学官及び機構内での連携を進めた。
○原子力研究開発の基盤形成においては、研究成果の学会及び学術誌への発表を促すとともに、優れた成果については学協会賞等への推薦を行い、研究者のモチベーション向上や若手研究者の育成に組織的に取り組んだ。その結果、日本原子力学会賞技術賞をはじめとした学会賞等を受賞し(参考8)、学協会から高い評価を得る基盤的成果を創出した。また、これら受賞には、文部科学大臣表彰若手科学者賞をはじめとして若手研究者を対象としたものが2割含まれており、次代を担う優れた基礎基盤研究者の育成にも成果をあげた。
技術体系の整備においては、基礎的データベースとして、国際放射線防護委員会(ICRP)に推奨データとして採用された放射性核種と線量換算係数のデータベース構築や世界最先端の汎用評価済核データライブラリーJENDL-4.0の開発等を、計算コード開発として、高エネルギー放射線に対する被ばく線量をミクロからマクロスケールまで精度良く評価可能な計算モデルの構築等を行った。自然界のC-14を指標とした独創的な炭素循環研究等の様々な可能性を持つ原子力技術への国民の理解の一助となる成果を創出した。なお、データベースの構築や各種計算システムの開発等にあたっては、例えば、JENDL-4.0における開発段階からの産学官のニーズの把握と先行公開によるユーザー利用のフィードバックを行ったスパイラル的開発マネジメントのように、ユーザーへの成果提供等の出口戦略強化にも取り組んだ。
○新たな原子力利用技術の創出では、主たる応用先を原子力エネルギーとしつつも、狭義の原子力を超えた視野を持ち、広い科学技術分野との協同を意識することを方針として掲げ、産業界や学術分野で注目される成果をあげた。保有技術の広報を研究員に促すとともに、主要な成果については、プレス発表、開発成果の展示会等への出展等により成果の広報に努めた。
原子力エネルギー基盤連携センターの仕組みを活用した産業界との連携の拡充に組織的に取り組んでおり、連携研究の実施に当たっては、真に実効性のある連携を展開するため、外部資金の共同獲得を基本方針として定め、競争的資金への応募を促進した。機構の開発した超高純度ステンレス合金、高速度中性子ラジオグラフィ、エマルションフロー放射性廃液浄化装置が、各々、大規模製造技術の共同開発に成功、自動車エンジン燃焼の高効率化研究の支援開始、環境企業からのライセンス契約に至り、産業界との連携で大きな進展を遂げた。
国内のアクチノイド研究の連携を目的として、8大学、電力中央研究所と協力して設立した「日本アクチノイドネットワーク」を母体に、外部資金事業を開始し、人的・知的交流、施設供用による有機的な連携を強化した。
○機構内連携では、原子力基礎工学研究部門と他研究開発部門及び拠点等が連携して、日本原燃(株)とともに原子力エネルギー基盤連携センターに特別グループを設置することでガラス固化事業の喫緊の課題に取り組むなど、産業界等のニーズに即応する新たな体制づくりを行った。また、高速増殖炉(FBR)用直管型蒸気発生器の沸騰伝熱試験、MAの分離技術開発、原子炉材料の照射効果評価等を実施し、プロジェクト推進に不可欠な要素技術の開発で貢献するとともに、海水中微量放射性核種の分析法高度化に成功するなどの連携の成果を上げた。
○原子力基礎工学研究にかかる各年の査読付き論文総数、そのインパクトファクターの総和、特許出願数及びプレス発表については、それぞれ参考7、10及び11にまとめた。
○研究の実施に当たっては受託研究や科学研究費補助金等の外部資金を積極的に獲得した(資料9)。なお、受託研究においては、文部科学省、原子力安全・保安院等の国からの事業を実施し、国の施策に技術的に貢献した。

1.核工学　【中期計画該当箇所：I.5.(1) 1) 】
	【中期計画】
大規模モックアップ臨界試験を必要としない先進的な核設計技術の確立を目指し、高精度炉物理解析コードシステム及び核設計誤差評価システムを開発する。
核計算の信頼性向上のため、燃料の高燃焼度化に伴い、従来よりも重要性が増すFP核種やMA核種を中心とした核データの評価により、誤差データの充実した汎用評価済み核データライブラリーJENDL-4を完成させる。

	【具体的な研究課題と達成目標】
1-1：大規模モックアップ臨界試験を必要としない先進的な核設計技術を確立するため、高精度炉物理解析コードシステム及び核設計誤差評価システムの開発では、これまでに開発した解析手法を要素コードに実装するとともに、要素コードをコードシステムとしてまとめ、利用マニュアルを整備する。また、これらシステムを用いて新型炉の代表である低減速炉に対する総合評価を行い、その適用性を確認する。
1-2：軽水炉MOX装荷炉心のドップラー効果評価に有用な基礎データ取得のためのFCAを用いた臨界実験を継続するとともに、MA核データ(Am-241等)の積分的評価を進めて、先進的な核設計技術開発に必要なベンチマーク実験データを拡充する。
1-3：汎用評価済核データライブラリーJENDL-4.0を完成する。



<<達成内容>>
1-1：高精度炉物理解析コードシステムの開発では、これまでに開発した解析手法を要素コードに実装するとともに、要素コードをコードシステムMOSRAとしてまとめ、利用マニュアルを整備した。また、核設計誤差評価システムの開発では、これまでに開発したデータ・手法を基本機能とする核特性共分散評価システムを設計するとともに、種々の誤差要因を評価する高速炉臨界実験装置(FCA)実験共分散評価システムを構築した。さらに、これらシステムを用いて低減速炉に対する総合評価を行い、適用性を確認した。また、炉心解析用連続エネルギーモンテカルロコードMVPの多群定数作成機能を含む高精度炉物理解析コードシステムMARBLEの公開に向けて、マニュアルを整備するなど準備を開始した。
○核設計誤差評価システムについては、革新的原子炉の開発･実用化に向けて、目標精度達成のための新規実験の要否判断、誤差の低減が必要な実験や解析手法の抽出等で大きく貢献できる可能性があることが認められ、第41回日本原子力学会賞技術賞を受賞した。
1-2：FCAを用いた軽水炉MOX装荷炉心のドップラー効果評価用実験を行い、基礎データを取得した。また、これまでに実施したMA(Am-241等)核データの炉物理実験結果について積分的評価を実施して、ベンチマーク臨界実験データを拡充した。さらに、先進的な核設計技術開発に必要なU-235捕獲断面積を評価するための実験を実施し、U-235捕獲断面積の検証及び核設計予測精度の向上に反映可能な、世界的に貴重なデータを取得した。
1-3：水素からフェルミウムまでの約400核種について核反応データを収納し、収納核種数が世界最多(平成21年度末現在)であるJENDL-4.0を完成した。このJENDL-4.0では、特に、高速炉開発や高燃焼度化研究に必要なアクチノイド核種や核分裂生成物の核データの品質を大幅に向上しており、アクチノイド核種を中心に核データの誤差評価を充実させたことで、核設計の信頼性評価を初めて可能にした。また、この完成は、欧米が目指す同レベルのライブラリ開発に約2年先行するものであり、欧米の主要ライブラリ(JEFF、ENDF、FENDL等)もJENDL-4.0を導入している(平成24年9月現在)。さらに、JNEDL-4に関しては、平成20年度にIAEAが国際核融合材料照射施設に関連してエネルギー範囲を拡張する核融合用核データライブラリーに、20MeV～3GeVのエネルギー範囲を対象としたJENDL-高エネルギーファイルから45核種の核データを採用し、国際標準データとして使用されることになった。
○JENDL-4.0開発の一環として整備し、産業界、大学等の要請によってその一部を先行公開した、JENDLアクチノイドファイル2008 (JENDL/AC-2008)が第42回日本原子力学会賞技術賞を受賞した。

2.炉工学研究　【中期計画該当箇所：I.5.(1) 2) 】
	【中期計画】
大規模熱流動実験を必要としない高精度かつ低コストの炉心熱設計手法の実現を目指し、炉心内沸騰二相流に対する機構論的解析手法の開発に目途をつける。また、中性子ラジオグラフィ法、光ファイバー等を用いた3次元熱流動計測技術を開発し、解析手法検証用実験データを取得する。さらに、将来の原子力システムの熱工学的成立性を評価するために必要な熱データベースを取得する。

	【具体的な研究課題と達成目標】
2-1：炉心熱設計を大規模熱流動実験なしで高精度かつ低コストで実現することを目指し、圧力損失に関する予測精度を向上させた二相流解析コードACE-3Dを使って燃料集合体内の流路閉塞に関する解析を行い、予測手法を評価･改良する。とともに、改良したACE-3Dを使って総合解析を行い、機構論的熱設計手法の開発に目途をつける。
2-2：燃料集合体内の流量配分に関するデータ、稠密格子炉心及びFBR蒸気発生器に係る熱流動試験データを解析コード検証用データベースとして整備する。
2-3：FBR蒸気発生器開発に資するため、伝熱管内二相流挙動を把握する実験を行い、熱設計コード検証用データを取得する。
2-4：先進的核熱計測技術の開発として、3次元熱流動計測技術の高性能化の検討に着手する。



<<達成内容>>
2-1：機構論的熱設計手法の開発に関して、これまでにボイド率や圧力損失の各相関式の適用性について検証を行った二相流解析コードACE-3Dを使って、燃料集合体内の流路閉塞事象を模擬した解析を行い、平成19年度に取得した実験データとの比較を通して予測手法を評価し、予測精度向上のための改良を実施した。一連の結果を基に、大規模熱流動実験を必要としない高精度かつ低コストの炉心熱設計手法の実現の見通しを得た。また、超臨界圧流体の解析機能をACE-3Dに追加することによって、7本バンドル試験体の検証解析を可能にした(外部資金事業)。さらに、界面追跡法を改良した二相流直接解析手法を開発し、二相流相関式の妥当性に関する数値的評価を可能にした。結果を詳細に評価し、ACE-3Dを中核とする機構論的熱設計手法が妥当であることを確認し、同手法の開発に目途をつけた。
2-2：機構論的熱設計手法開発に必要な解析コード検証用データベースに関して、燃料集合体内の流量配分に関する試験データ、稠密格子炉心及びFBR蒸気発生器に係る気液二相流データや沸騰流データ等の熱流動試験データを系統的に整理して検証用データベースの整備を完了した。
2-3：基礎工部門と他研究開発部門が連携実施しているFBR直管型蒸気発生器の開発では、蒸気発生器に用いられる伝熱管群を簡略模擬した試験装置で高温高圧試験(最高値：350℃、18MPa)を行って熱設計コードの予測精度検証用の二相流特性データを取得し、データベースを整備した。また、試験データの詳細解析から、蒸気発生器の熱設計に使用しているボイド率や圧力損失に関する既存相関式の適用範囲を明らかにする等、高温高圧条件での二相流特性や直管型蒸気発生器の流動安定性評価等を行い、基礎基盤研究の技術をプロジェクト研究に活かした。
2-4：3次元二相流解析コードの検証に必要な実験データを取得するための高速度中性子ラジオグラフィについて、大型中性子CT装置及び専用データ処理システムを開発し、数1000分の1秒毎のデジタルスロー映像の可視化を可能とした。また、先進的核熱計測技術の開発として、中性子ラジオグラフィを基盤技術とした3次元熱流動計測技術を流動の時間変化も計測可能な4次元流動計測技術に高性能化させるための基本概念と開発課題をまとめた。
○高速度中性子ラジオグラフィ技術をもとに高速で回転する自動車エンジン内の潤滑オイル挙動をスローモーション映像(6000フレーム/秒)として観察することができる世界唯一の中性子流体可視化装置を開発し、自動車メーカーのエンジン燃焼高効率化研究への支援を開始した(平成20年11月プレス発表）。

3.材料工学研究　【中期計画該当箇所：I.5.(1) 3) 】
	【中期計画】
水冷却の原子力システムで使用される炉心材料の経年劣化型現象を支配する照射下の水-材料界面反応の機構を解明し、材料の使用限界を評価するとともに、耐照射性材料の開発を進める。
原子炉材料の照射誘起応力腐食割れ(IASCC)機構の解明に必要な照射材の基礎的な材料挙動に関する知見を取得するとともに、原子力用ステンレス鋼の応力腐食割れ(SCC)の支配因子を探索する。
各種原子力材料の照射挙動のデータの取得及び評価を行い、機器の健全性評価等に有効な微細組織変化や延性破壊に係る照射挙動シミュレーションコード開発の見通しを得る。
再処理施設用材料の高度化のために、放射線場の硝酸溶液中の腐食や環境割れの予測技術、監視技術及び防食技術の高性能化を図る。

	【具体的な研究課題と達成目標】
3-1：照射下での水-材料界面反応機構の解明のために、ステンレス鋼中のCrの選択的酸化溶解挙動に着目し、超高純度合金の照射下腐食特性の評価を行う｡また、新開発の耐照射性材料の使用限界を評価するために、照射下の水分解反応による材料表面の腐食解析を行うとともに、実機の構造を考慮した腐食データを取得する。
3-2：応力腐食割れ(SCC)機構の解明に必要な知見を取得するため、γ線照射下高温水中腐食試験及び過酸化水素注入条件でのき裂進展試験並びに電気化学測定試験を行い、放射線分解水質が腐食及びSCC挙動に与える影響を検討、提示する。また、原子力用ステンレス鋼の照射誘起応力腐食割れ(IASCC)の支配因子を探索するため、粒界元素ミクロ分析と関連データの取得を行う。さらに、結晶粒の変形や腐食等を考慮したSCCモデルの高度化を行うとともに、粒界特性に及ぼす不純物の影響や転位との相互作用に関する理論的検討により基礎的知見を取得する。また、粒界特性に及ぼす不純物や析出物等の影響に関するミクロスケールの検討を引き続き進め、本因子を考慮したメソ・マクロスケールシミュレーションを実施してSCC支配因子を探索する。
3-3：材料への照射効果のうち金属系構造材料については、核融合炉、高速炉及び軽水炉の炉内機器の健全性評価に重要な照射硬化材の構成式を検証するため、硬化材の曲げ試験データを取得するとともに、照射材の引張試験データを取得し解析する。また、照射下微細組織変化について、モデルの構築に着手し、点欠陥集合体の成長挙動モデルの基盤を構築する。セラミック材料については入射粒子のエネルギー付与量と非晶質化の関係を、アルミナを対象に定量化する。
3-4：再処理施設の主要機器材料の腐食や環境割れに関して、長期寿命推定ためのデータ及び予測モデルのために必要な環境因子の影響評価データを取得する。また、電気防食の実用化のために必要なデータ取得とモニタリング手法を提示する。
3-5：次世代再処理設備用の超高純度新合金(EHP合金)の溶接部に関する材料特性データを取得する。とともに、高耐食材料組成の最適化のため、再処理模擬環境での腐食データを取得する。



<<達成内容>>
3-1：新開発の耐照射性材料である超高純度(EHP(登録商標：Extra High Purity))ステンレス鋼について、沸騰水型原子炉(BWR)模擬環境における照射下の水-材料界面の反応解析を行い、腐食反応を考慮した新しい局所水質解析モデルの開発を進めた(外部資金事業)。また、その使用限界を評価するために、照射下の水分解反応による材料表面の腐食解析を行った。さらに、BWR模擬環境下で、隙間形成試験材の照射試験を実施して炉内構造物への適用に向けた隙間腐食特性データを取得するとともに、制御棒の実機構造を考慮した照射試験で腐食データを取得することで、EHPステンレス鋼が現行のステンレス鋼材以上の耐食性を有することを確認した(外部資金事業)。
○照射下の水-材料界面の反応解析について、実験室モデル環境での低速電子線励起化学種と材料中Cr濃度の影響をまとめた論文が表面技術協会の平成20年度論文賞を受賞した。
3-2：応力腐食割れ(SCC)機構研究では、BWR環境を模擬した高温水中におけるγ線照射試験により、各種ステンレス鋼への照射による腐食加速効果を確認した(外部資金事業)。また、高温水中への過酸化水素注入試験でステンレス鋼のSCCき裂進展試験を行い、溶存酸素のみの従来試験法では得られないき裂進展挙動を提示した。さらに、γ線照射条件と過酸化水素注入条件でのき裂進展試験を行い、放射線分解により生成した過酸化水素が表面酸化皮膜の性状を変化させ、腐食及びSCC挙動に影響を与える知見等を提示した。
原子力用ステンレス鋼の照射誘起応力腐食割れ(IASCC)の支配因子の探索については、照射誘起偏析への照射速度の影響を調べるため透過型電子顕微鏡により照射材の粒界元素ミクロ分析を実施するとともに、IASCCき裂先端の局所領域について、電子線後方散乱回折(EBSD)法による塑性歪みの分布測定及び微小硬さ分布測定を行ってIASCC進展機構の解明に必要な基礎的知見を得た。さらに、SCC進展挙動に対する支配因子に関するデータ取得を行った(外部資金事業)。
結晶粒の変形や腐食等を考慮したSCCモデルの高度化については、3次元化に着手するとともに、粒界特性に及ぼす不純物の影響や転位との相互作用に関して、原子論的シミュレーションを実施し、基礎的知見を得た。さらに、ミクロスケールの検討を進めるとともに、粒界中での酸素拡散を考慮した3次元結晶塑性メソ・マクロスケールシミュレーションを実施して、SCC支配因子に関する知見を得た。
○高経年化対策に関する外部資金事業を効果的・効率的に実施するため、機構を中核とした照射試験等のノウハウを有する大学、研究機関の連携プロジェクト(茨城クラスタ)により研究を進めた。
3-3：核融合炉、高速炉、軽水炉等の構造材料となる高クロム鋼、オーステナイト鋼の照射後の強度、微細組織等を測定評価した。これらのデータと材料の加工による特性変化の関係を構成式として整理した。この構成式等のマクロスケールでの挙動モデルを構築するとともに、マクロスケール挙動モデルの適用範囲を拡大するため、微細組織変化のミクロスケールでの挙動のモデル構築を進め計算機シミュレーションコードの開発の見通しを得た。
セラミック材料については、入射粒子のエネルギー付与量とアルミナの非晶質化条件を把握する照射実験を実施し、電子顕微鏡による観察に基づき微細組織変化の定量評価を行った。
3-4：再処理施設の主要機器材料については、ステンレス鋼製機器の長期寿命推定のために、8,000時間超の腐食データを取得し(外部資金事業)、環境割れ(EAC)に関する長期寿命推定については、ジルコニウムのEAC発生のしきい電位を求め、実機操業条件の範囲ではEACが発生しないことを示した(外部資金事業)。さらに、再処理施設の主要機器材料の腐食とEAC予測モデルのために必要な環境因子の影響評価データを取得し、ステンレス鋼の腐食機構を解明するとともに、寿命評価手法を確立した(外部資金事業)。また、電気防食の適用性評価のため再処理機器形状を考慮した腐食低減特性データを取得し、適用性を評価した。さらに、腐食監視用の新電極として各種金属電極の評価データを取得し、Pt電極の有効性を明らかにした(共同研究)。加えて、電気防食の実用化のために必要なモデル試験体によるデータを取得し、実機適用を目指したモニタリング手法を提示した。
○再処理施設の主要機器材料の腐食に対し、熱力学モデルにより沸騰硝酸中の腐食劣化主要因が予測できることを示した一連の研究成果に対して、腐食防食協会から若手研究者に与える平成20年度進歩賞を受賞した。
3-5：次世代再処理設備用の材料開発としては、Ni基及びNb-W系EHP合金では、溶接部の機械的特性及び耐粒界腐食性に関するデータを取得するとともに(外部資金事業)、EHPステンレス合金に関しては、その特性を反映した溶接規格の改訂準備を行った。また、EHP技術と最新の合金設計を基本とした新規被覆管用合金に関する研究を実施した(外部資金事業)。さらに、次世代再処理設備用の高耐食材料組成の最適化のため、再処理模擬環境でのSUS310EHP合金、Ni基EHP合金及びNb-W系EHP合金溶接継手の溶金部、熱影響部の腐食データを取得した(外部資金事業)。
機構が開発したEHPステンレス合金については、(株)神戸製鋼所と共同で、真空電子ビーム溶解法(EB法)とアルカリハライド還元精錬法を複合した新しい溶製法を開発して0.5t規模の量産技術を確立し、実用化に踏み出した。
○EHPステンレス合金は、再処理における高濃度硝酸溶液中の厳しい腐食環境下で、現用材の1/3の腐食速度で耐食性に優れていることを実証した(平成21年10月プレス発表)。このため、その使用によって再処理施設の蒸発缶や原子炉の炉心構造物等の機器の寿命を飛躍的に延長できる。また、溶接材料に母材と同一材を用いる「共材溶接」が可能となり溶接部についても母材同等の高性能を確保できるなど、高性能合金として、原子力をはじめ幅広い市場が期待できる。

3a.炉心プラズマ研究開発及び核融合工学研究開発 【中期計画該当箇所：I.1.(3) 3)】
	【中期計画】（担当箇所を抜粋）
(前略)低放射化フェライト鋼について高中性子照射線量の照射条件での材料特性等のデータを蓄積し、原型炉への適用可能性を評価する。(後略)

	【具体的な研究課題と達成目標】
3a-1：低放射化フェライト鋼の重照射データ獲得を目標とした中性子照射試験を実施し、引張挙動等の基本特性に関するデータを取得するとともに、耐腐食特性に関する基礎データを蓄積して、原型炉への適用可能性を評価する。



<<達成内容>>
3a-1:米国オークリッジ国立研究所のHFIRを用いた低放射化フェライト鋼F82H標準材の照射試験では、20dpaまでの中性子照射を行ったのち、シャルピー試験等によって破壊靭性データを取得した。特に、低放射化フェライト鋼の照射特性で最大の課題である照射による延性脆性遷移温度の上昇について、事前の熱処理の工夫で大幅に抑制でき、20dpa照射後であっても室温程度に留まるとの結果を得た。これは他国の成果(同温度は100℃以上)に比して最も優れたものであり、核融合炉設計の自由度の大幅な拡大につながる結果である。その後、照射試験を継続し、35dpaまでの照射を達成した。また、材料内に生成されるHe量が1,000appmを越えると硬化が助長され、延性破壊が発生しやすくなることなど、引張挙動等の基本特性に関するデータを取得するとともに、耐腐食特性に関する基礎データを蓄積して、低放射化フェライト鋼は原型炉への適用可能性を有すると評価した。

3b.安全研究とその成果の活用による原子力安全規制行政に対する技術的支援
【中期計画該当箇所：I.3.(1) 】
	【中期計画】（担当箇所を抜粋）
高経年化機器の健全性確認に資するため、確率論的破壊力学解析手法等を整備する。放射線による材料劣化挙動について照射実験を行い、機構論的な経年変化の予測手法及び検出手法を整備するとともに炉内構造物の健全性評価に必要な照射誘起応力腐食割れ(IASCC)に関する照射後試験データベースの構築に寄与する。

	【具体的な研究課題と達成目標】（担当箇所を抜粋）
3b-1：炉内構造物の健全性評価の精度向上に必要な照射誘起応力腐食割れ(IASCC)に関する照射後試験データベースの拡充とデータの実機適用性の検証のため、JMTRで中性子照射したステンレス鋼の高温水中応力腐食割れ(SCC)き裂進展試験データ等を取得・解析する。IASCC進展機構を検討するための基礎的試験データを取得する。



<<達成内容>>
3b-1：JMTRで1x1026n/m2の高照射量まで中性子照射したステンレス鋼試験片の照射後高温水中SCCき裂進展試験を実施し、き裂進展速度データを取得した。また、IASCC進展機構を検討するために試験後の破面観察等を実施し基礎的試験データを取得した(外部資金事業)。これまでに取得したIASCCき裂進展データが、JNESにおいて作成中のIASCC評価ガイドに反映された(平成21年9月)。さらに、JMTRを用いて異なる照射速度で中性子照射したステンレス鋼の高温水中SCCき裂進展試験データ等を取得し、実機適用性について解析・評価した(外部資金事業)。

4.核燃料・核化学工学研究　【中期計画該当箇所：I.5.(1) 4) 】
	【中期計画】
湿式再処理の技術基盤を強化することを目的に、湿式プロセスにおけるアクチノイド元素等の挙動データを取得・整備する。ウラン前段高除染分離、アクチノイド一括分離、MA/Ln分離等に適した新規抽出剤を開発し、物性データを取得して溶媒抽出挙動を評価するとともに、アクチノイドの効率的分離のための新しい分離手法の基盤データを取得する。
高プルトニウム富化MOX燃料の照射挙動評価に必要な熱的及び機械的物性を測定する。

	【具体的な研究課題と達成目標】
4-1：湿式再処理プロセスのシミュレーション解析を行い、アクチノイド元素の分離挙動を評価する。
4-2：ウラン前段高除染分離のためのモノアミド抽出剤について、連続抽出試験を実施してプロセス分離性能の検討に必要な基盤データを取得し、合成した新規モノアミド抽出剤についてウラン分離における共存FP元素の基盤データを取得するとともに、分離プロセス特性を評価する。アクチニド一括分離法の研究開発として、新規ジグリコールアミド系抽出剤を用いて多元素共存下における基盤データを取得するとともに、多段抽出分離を実施し、プロセス特性データを取得する。また、模擬高レベル廃液を用いた試験により分離プロセス特性を評価する。さらに、MA/Ln分離用の新規抽出剤としてTPEN類縁体の抽出挙動を評価する。アクチノイドの新しい分離手法開発として、沈殿法によるU-Pu分離試験を実施し、挙動評価及び分離プロセス特性を評価する。
4-3：MOXの弾性率の組成及び温度依存性に関するデータを取りまとめるとともに、酸化物燃料の熱物性の基礎としてMA酸化物の熱拡散率と比熱及びPu、MAを含有した酸化物の酸素ポテンシャルを測定する。また、加速試験により、燃料ペレット中のα崩壊生成Heの蓄積に伴う密度変化等を明らかにするとともに、α崩壊等でHeの蓄積した酸化物の表面状態を観察する。さらに、U酸化物中MA酸化物のX線吸収スペクトル測定及び理論解析により、原子価変化と局所構造変化に関する知見を拡充するとともに、非定比組成のMA酸化物のX線吸収スペクトル測定及び理論解析により、MAの原子価変化と局所構造変化に関するデータを取得する。これらにより高Pu富化MOX燃料の照射挙動評価に資する。



<<達成内容>>
4-1：湿式再処理プロセスのシミュレーション解析では、PARCコードを用いてPUREXプロセスにおけるU/Pu分配工程のシミュレーション解析を行い、アクチノイド元素の分離挙動データを評価するとともに、Npの原子価変化挙動を評価した。
○PUREX法再処理プロセスにおけるアクチノイド元素、核分裂生成物元素の化学的挙動データを収集・整備し、700ページを超える「再処理プロセス・化学ハンドブック第2版」を原子力機構の公刊物として出版した。
4-2：ウラン前段高除染分離のためのモノアミド抽出では、Uの選択的抽出分離が可能なモノアミド抽出剤について、バッチ抽出試験によりU、Puの分配データを取得した。これをもとに、外部資金事業の一環として、ミキサセトラを用いた連続抽出試験を実施して、特別な試薬を用いることなくU及びPuが分離可能であることを示し、プロセス分離性能の検討に必要な基盤データを取得した。また、合成した新規モノアミド抽出剤のU分離条件における共存核分裂生成物(FP)元素に関する基盤データを取得した。さらに、模擬溶液によるミキサセトラを用いた連続抽出試験を実施し、分離プロセス条件を検討した。この結果を基に、実燃料溶解液を用いた試験により分離プロセス特性を評価した(外部資金事業)。
アクチノイド一括分離法の研究開発では、新規ジグリコールアミド系抽出剤としてTDdDGAを用いて、各種元素の分配比の硝酸濃度依存性、錯形成剤添加の影響等を評価するための多元素共存下における基盤データを取得した(外部資金事業)。このデータに基づいて、13元素の模擬FPを含む溶液及びAmを添加した溶液による多段抽出分離試験を実施し、Amを99.96%以上の回収率で分離できることを示すとともに、各種プロセス特性データを取得した。また、同研究において、Am、Npを含む模擬高レベル廃液を用いた多段抽出分離試験を実施し、分離プロセス特性を評価した。さらに、MA/ランタノイド(Ln)分離用の新規抽出剤としてTPEN類縁体のTOPENについて、MA核種であるAmと、Ln核種であるEuの分離試験を実施し、分離係数や分相性のデータを取得して抽出挙動を評価した。
アクチノイドの新しい分離手法開発については、大学、企業と連携協力して、沈殿法によるU－Pu分離法の研究を行い、U選択的分離、濃縮、U-Pu一括沈殿の一連の工程を、U-Pu-模擬FP溶液及び実燃料溶解液を用いて試験し、FP共存系でのU及びPuの沈殿挙動についてのデータを取得し評価した。その結果、濃縮工程の影響を十分に把握することがプロセス成立性評価に重要であることを明らかにした(外部資金事業)。さらに、同法によるU-Pu分離試験を実施し、分離プロセス特性を評価した。なお、基礎的に研究を進めていたL/F移行期に対応できるモノアミド抽出剤によるU、Pu分離の研究開発については、外部資金事業の一部としてU, Puを使用した多段抽出試験を実施し、特性評価を行った。
4-3：MOX燃料の物性については、取得したMOXペレットの弾性率と文献値の比較を行うことにより、弾性率の組成及び温度依存性に関するデータを整理した。また、MAを含有した酸化物(Pu,Am)O2及び(Pu,Cm)O2の熱拡散率、比熱を測定し、熱伝導率を導出するとともに、PuにMAのCmを9mol%含有させた混合酸化物の酸素ポテンシャルを起電力測定法により取得した(外部資金事業)。さらに、比較的短寿命のα崩壊核種であるPu-238、Cm-244をそれぞれ含有した(U,Pu)O2、(Pu,Cm)O2ペレットの格子定数及び寸法変化を測定し、α崩壊He蓄積に伴う燃料ペレットの密度変化を明らかにした。また、α崩壊等で蓄積した燃料中のHeの拡散挙動を高温質量分析法により測定し、Heの拡散係数等の基礎データを取得・評価するとともに、表面状態を電子顕微鏡で観察し、気泡の性状等を明らかにした(外部資金事業)。
MA酸化物の原子価と局所構造については、放射光を用いて(U,Am)O2をはじめとする、非定比組成のMA酸化物を調製し、X線吸収スペクトル測定及び理論解析により、MAの原子価変化と局所構造変化に関するデータと知見を得た。
これらにより高Pu富化MOX燃料の照射挙動評価に資するデータを取得した。
○アクチノイド研究の推進のために、魅力ある研究環境の整備、若手研究員の人材育成、研究のより一層の活性化を目指して、大学、研究機関と協力して設立した「日本アクチノイドネットワーク」を母体として、外部資金事業を実施し、人的・知的交流、施設供用による有機的な連携を強化した。ここでは、機構や大学のホットラボ施設の広域連携のもとに、知的連携を図るため研究活動の相互乗り入れや実験試料の相互移動などの研究ネットワークの整備にも留意しつつ、核燃料、再処理、地層処分に係る基礎・基盤的な研究を推進した。特に、実験試料の入手が困難なCmについて、機構でCm-244を精製し、その一部を輸送して京都大学での実験に供給した。それぞれのホット実験施設の特長を生かしながら、入手困難な試料を融通し合うことで、アクチノイド研究に新たな展開をもたらし、我が国の核燃料サイクル技術の基盤形成に大いに貢献した。

5.環境工学研究　【中期計画該当箇所：I.5.(1) 5) 】
	【中期計画】
放射性物質等の環境負荷物質の動態を解明するために、包括的予測モデル・システムを構築する。また、加速器質量分析法等による環境試料中極微量核種分析を行い、日本海物質循環予測モデルを開発する。さらに、10-12～10-15g領域極微量核物質同位体比測定法、ウラン含有微粒子(直径1μm以下)検出法等を開発する。

	【具体的な研究課題と達成目標】
5-1：大気・陸域・海洋での環境負荷物質移行結合モデルを改良し性能評価を実施するとともに、東海地区を対象とした大気・陸域・海洋の包括的物質動態予測モデル・システムの基本版を完成する。
環境微量物質の新規抽出・分離技術の開発や加速器質量分析装置の利用等によりC-14等の移行基礎データを取得し、取得したデータ及び検証データを用いて、森林・河川・海洋での物質移行の重要プロセスを解析、解明する。
海洋中物質吸脱着モデルを海水循環モデルと結合し、日本海へ適用し、日本海物質循環予測モデルを完成する。
5-2：高度環境分析研究棟(CLEAR)を利用して、微量分析技術の開発のため、Puを対象とする10-15g領域の同位体比測定技術を確立する。また、これまでのUのみを含有した微粒子(直径1μm以下)分析に加え、Puも混合したU含有微粒子の検出法を開発する。



<<達成内容>>
5-1：放射性物質の大気・陸域・海洋における包括的動態予測モデル・システムの構築として、環境負荷物質移行結合モデルを東海地区に適用するための改良を行い、流量や質量保存の検証による結合計算の性能評価を行って、包括的物質動態予測モデル・システムの基本版を完成した(一部を大学との共同研究により実施)。
タンデトロン加速器質量分析装置を用いて、森林土壌や河川中のC-14、及び海洋中のC-14とI-129を分析し、移行基礎データ及び検証データを取得するとともに、物質移行プロセスを解析し、日本海における海水循環及び物質移行などの重要プロセスを解明した。これらは、外部の研究機関との共同研究等を通して実施した。
海洋中物質吸脱着モデルを海水循環モデルと結合し、日本海への適用計算を実施した。結合モデルを用いて、日本海における溶存状放射性核種分布の再現計算を行った結果、鉛直分布の再現には塩分の再現性が重要であるなどの知見を得て、それらを反映することで、日本海物質循環予測モデルを完成した。なお、本研究の一部は、大学等との共同研究を通じて実施した。
○本研究開発においては、世界トップクラスの予測性能をもつ広域大気移行予測モデルを開発したことが特筆される。また、放出源推定機能等を開発・付加し、世界の原子力施設で放射性物質が異常放出された場合に、局地から地球規模までの大気拡散・被ばく線量予測を行う緊急時環境線量情報予測システム(世界版)WSPEEDI-Ⅱを完成した(平成21年2月プレス発表)。本システムは、国外原子力事故時の国の緊急時モニタリングや、国民の安全と安心、IAEA等への情報提供等、国内外への大きな貢献が期待でき、実際に、平成21年5月の北朝鮮の核実験の際には、拡散予測を行って国に結果を提供した(文部科学省からプレス発表平成21年5月)。WSPDEEIの開発に関して、第41回日本原子力学会賞技術賞を受賞した(平成21年3月)。さらに、森林内C-14移行研究において、土壌中のC-14同位体比に着目し、宇宙線起源のC-14から長期貯留の炭素量、核実験起因のC-14から短期貯留の炭素量を評価した。このような貯留時間別の炭素量評価により、地球温暖化で、比較的長く(20年以上)土壌に留まる有機物からのCO2放出が促進されさらに温暖化が進む可能性を見出し、その成果は地球変動関連の学術誌「Global Change Biology」誌(インパクトファクター(IF)=6.6)に掲載された(平成20年10月プレス発表)。また、これまでに蓄積した日本海の海洋観測データから構築した日本海海洋データベースJASPERを、IAEAの世界最大の海洋放射能データベースMARiSに登録した。JASPERは、ロシアの排他的経済水域内における最近の放射能データを含んだ世界唯一のものである。
5-2：微量分析技術の開発については、高度環境分析研究棟(CLEAR)を利用して、Uについては10-12g領域をPuについては10-15g領域を対象とした同位体比測定技術を確立した(外部資金事業)。また、SIMS法について、マイナー核種であるU-234,236の正確な測定法を確立するとともに、SIMS法はで困難な、1μm以下のU含有微粒子の検出を、FT-TIMS法を新たに開発することで可能とし、微粒子の同位体比測定に最適化した。さらに、Puを混合したU含有微粒子中のPuを検出するαトラック法を開発した。

5a.核不拡散政策に関する支援活動　【中期計画該当箇所：I.3.(3) 】
	【中期計画】（担当箇所を抜粋）
（前略）保障措置強化・効率化の観点より、関係行政機関の要請を受け、計量管理、極微量核物質同位体比測定法の技術開発等を行う。

	【具体的な研究課題と達成目標】
5a-1：国からの依頼に基づく極微量核物質同位体比測定法の開発を通じて、国及びIAEAからの保障措置環境試料の分析依頼に対応する。



<<達成内容>>
5a-1：極微量核物質同位体比測定法の開発では、外部資金事業により、バルク分析及びパーティクル分析技術の検証と改良を目的として、国及びIAEAの依頼による保障措置環境試料に含まれる極微量のウラン及びプルトニウムを分析して、精度の高い結果を報告した。また、機構が開発し、平成19年度にIAEAの分析法として認証された「核分裂飛跡(フィッショントラック)-表面電離型質量分析法(FT-TIMS法)」を用いた環境試料分析については、IAEAから依頼された保障措置環境試料を分析し、結果を報告した。

6.放射線防護研究　【中期計画該当箇所：I.5.(1) 6 】
	【中期計画】
小動物の中性子線量データを人体に外挿する手法、臨界事故時線量計算システム及び国際放射線防護委員会(ICRP)が提案する最新モデルに基づく線量評価法を開発し、線量評価法の信頼性を向上させる。また、放射線管理技術開発として、単色中性子校正場の確立をはじめ、多様な被ばく形態に対応した放射線校正技術及び放射線計測技術の開発を行う。

	【具体的な研究課題と達成目標】
6-1：人体精密ファントムを用いた中性子照射時の臓器線量解析を行うとともに、小動物の中性子線量データを人体に外挿するシステムを開発する。臨界事故時線量計算システムについては実験検証を行い、完成及び公開する。被ばく線量評価法については、内部被ばく線量計算の比実効エネルギー計算法及び新体内動態モデルに基づく積分放射能計算法を設計する。核燃料サイクル関連核種に係る測定・評価技術の開発を行う。
6-2：全10エネルギー点の単色中性子校正場の構築及び高エネルギー準単色中性子校正場の中性子束モニタや校正技術等の開発を行う。



<<達成内容>>
6-1：職業人等の被ばく防護の高度化を目標に、中性子照射による線量分布を計算するために、機構が開発した日本人成人男女の精密ボクセルファントムを粒子・重イオン輸送計算コードPHITSに組み込み、熱エネルギーから150MeVの53点の入射エネルギー、6種類の照射方向について、26種類の臓器の線量を解析した。さらに、様々な中性子照射条件下でマウスと人体の臓器線量を評価・外挿するシステムDOSE-Analyzerを完成させた。
臨界事故時線量計算システムの開発では、物理ファントムを用いた中性子及び光子照射実験による線量計算システム(平成19年度開発)の性能検証を経て臨界事故時詳細線量計算システムRADARACを完成させた。これにより、既に開発した臨界事故時迅速線量計算システムRADAPASと合わせて事故時線量計算システムを完成、公開した。
国際放射線防護委員会(ICRP)の2007年勧告に基づく線量評価法の開発では、内部被ばく線量計算について比実効エネルギーの計算モジュールを設計し、積分放射能計算法を開発した。さらに、被ばく線量計算用放射線核種データベースが、ICRP Publication 107 (Nuclear Decay data for Dosimetric Calculations)として出版(平成21年2月)された。また、中性子及びヘリウムイオンに対する外部被ばく線量換算係数、体格や姿勢が被ばく線量に及ぼす影響の研究成果もICRP Publication 110 (Adult Reference Computational Phantoms)に採択された(平成21年12月出版)。加えて、4種類の重イオンに対する外部被ばく線量換算係数を計算し、宇宙における放射線防護に関する刊行物作成のために、ICRPへ提供した。
核燃料サイクル関連核種に係る測定・評価技術の開発として主に以下の成果を得た。中性子による被ばく線量評価精度の向上を目的に、Pu取扱施設の作業現場の中性子スペクトルを考慮した減速中性子校正場の整備を進めるとともに、代表工程20点において中性子スペクトルを測定し、別途計算によって求めた線量計応答関数との数値積分から作業現場における指示誤差を評価した。また、Pu等からのα線を自然起源のものから弁別する手法として、従来の半導体検出器に比べ経済性、耐ノイズ性に優れるZnSシンチレーション検出器について波高弁別機能の最適化を図りその有効性を検証した。東海再処理施設からのC-14の大気放出データ、施設周辺の大気中及び精米中C-14データを用いて環境評価モデルの国際比較EMRAS(IAEA主催)に参画し、C-14の環境中移行モデル検証手法を構築した。中性子とγ線に応答する新型臨界警報装置を開発し、臨界事故模擬条件(パルス放射線場)において適切に作動することを確認した。本装置は、東海再処理施設分離精製工場の臨界警報装置の更新において採用された(平成21年9月供用開始)。Pu分析測定の高度化を目的に、大学との共同研究によりPuの特性X線(LX線)測定用の超伝導相転移端(TES)型マイクロカロリーメータの開発を行い、Pu-238、Pu-239及びAm-241のLX線(10～20keV)を従来の半導体検出器よりも優れた分解能(半値幅：従来の約250eVを約50eV)で測定することに成功した。
○放射線防護研究の成果であるICRP Publication 107のデータはすべて原子力機構から提供されており、日本のデータベースのみで構成されたICRP出版物はこれが初である。ICRP Publicationは、IAEAが策定する原子力及び放射線の利用にかかる国際安全基準(BSS)、主要国の放射線防護の法体系整備の基本となる指針、データとされており、上記成果は、事実上世界標準データとして、我が国をはじめ、IAEAや世界各国の放射線安全基準等に取り入れられ利用される。また、完成したRADARACも、すでに国の緊急被ばく医療ネットワーク会議に提供されているRADAPASと同様に同ネットワークに提供され、放射線事故時の医療処置のための線量評価に利用される。さらに、加速器施設での放射線防護に関する論文が日本保健物理学会平成21年度論文賞を受賞した。
6-2：中性子測定器のエネルギー特性試験技術を確立するため、放射線標準施設の加速器を用いた27keV、1.2MeV及び19MeVの単色中性子校正場を開発した。これにより、計画された全10エネルギー点の単色中性子場の構築を完了し、機構内外の研究開発等に供した。また、機構内のイオン照射研究施設の準単色中性子場において中性子束モニタ検出器の製作と45、60及び75MeV中性子に対する感度確認をはじめとした中性子束モニタ技術開発を実施し、校正位置での照射フルエンスの導出を可能とした。なお、上記2つの研究は、国家標準機関である(独)産業技術総合研究所と共同研究を行いつつ進めた。

7.放射線工学研究　【中期計画該当箇所：I.5.(1) 7) 】
	【中期計画】
遮蔽基礎データを取得し、遮蔽設計法及び放射線挙動解析手法を開発する。
放射性廃棄物の資源化を目指して、放射性核種を線源とする放射線触媒反応による有害物質の無害化技術等を探索する。

	【具体的な研究課題と達成目標】
7-1：PHITSコードにエネルギーが150MeV以上の光子及びミューオンによるハドロン生成に関する計算機能を追加するとともに、ハドロンから電子・光子までの放射線の挙動を統一的に解析するため、PHITSコードと電磁カスケードモンテカルロコードEGSを統合する。また、重イオンビームに対する人体組織模擬材料内の詳細エネルギー付与分布データを取得する手法を開発し、阻止能の異なる種々の重イオンビームに対してデータを取得する。さらに、広帯域型中性子モニタの実用化に向けた総合試験を行い、プロトタイプを製作する。
7-2：有害物質を迅速かつ効果的に無害化するため、過渡分光法等を利用して、放射線触媒反応の反応過程を解析するとともに、有害物質の処理データをもとに放射線技術の実効性を評価し、新規処理系を提示する。また、放射線触媒反応を過渡分光法等で測定し、反応の初期過程を評価するとともに、高純度調製の触媒や二相系を用いて、放射線触媒反応での活性種の移動・吸着過程を追跡する。さらに、ガラス固化体の線量測定や反応試験の結果をもとに、ガラス固化体や放射性廃棄物の線源利用の有用性を評価する。



<<達成内容>>
7-1：米国フェルミ国立加速器研究所のニュートリノターゲットステーションでミューオンの輸送に関する実験データを取得するとともに、粒子・重イオン輸送計算用のPHITSコードにエネルギーが150MeV以上の光子及びミューオンによるハドロン生成に関する計算機能を追加し、実験データの解析を行った。また、PHITSコードと電子・光子輸送計算用の電磁カスケードモンテカルロコードEGSを統合し、ハドロンから電子・光子までの放射線の挙動の統一的な解析を可能にした。
放射線医学総合研究所重粒子線がん治療装置HIMACを利用し、核子当り400MeVの重イオン(C)ビームに対する人体組織模擬材料中の詳細エネルギー付与分布データを取得した。また、阻止能の異なるCイオン及びHeイオンビームに対する人体組織中の詳細エネルギー付与分布データを解析し、機構が開発した重イオン線量評価モデルを検証した。
広帯域型中性子モニタ(平成19年度開発)については、イオン照射研究施設において、65MeV中性子を用いて線量測定性能を総合評価するとともに校正方法を開発した。さらに、動作安定性の改善、大強度陽子加速器施設(J-PARC)等におけるシステムの総合試験を行ってプロトタイプを完成させ、実用化の見通しを得た。
○広帯域型中性子モニタの開発に関し、外部資金事業の事後評価において、独創性及び実用性が高く評価され総合評価Sを受けた。また、核工学研究、放射線工学研究、シミュレーション研究それぞれの成果を新たに連携させて発展的に取り組んだ高エネルギー放射線の挙動解析研究が、平成22年度科学技術分野の文部科学大臣表彰若手科学者賞を受賞(平成22年4月)するなど、特に高い評価を得た。
7-2：Cr(VI)の還元による無害化等を目的とした放射線触媒反応の研究においては、反応初期過程を過渡分光法等で解析・評価し、放射線により水中に生成したOHラジカルと水和電子のうち、OHラジカルのみが触媒に吸着して反応系から除外されることで、OHラジカルによる酸化が抑えられ水和電子による還元が促される可能性を見出した。また、放射線触媒反応の応用として、水素ガスの製造技術を開発した。さらに、触媒及び二相系のサイズ・濃度調整法を確立し、放射線触媒反応での活性種の移動・吸着過程のデータを取得した。なお、本研究の一部は大学との共同研究により行った。
ガラス固化体片を用いた水素発生試験により、触媒等の添加効果を実証するなど、ガラス固化体の線源としての有用性を評価した。
新規処理系の開発では、新発想に基づく簡便・低コスト型の液液抽出・分離技術「エマルションフロー法」を、人形峠環境技術センターにおけるウラン濃縮遠心分離機の除染廃液からのウラン分離・回収、工場廃液からの有価物・有害物の回収・除去等に適用し、実用への見通しを得た。
○イオン液体を使用した抽出分離に関する研究成果が平成21年度化学工学会賞研究奨励賞を受賞するとともに、化学分野での著名誌Analytical Chemistry (IF=5.7)に掲載された「イオン液体へのタンパク質の抽出と機能改変」に関する論文が、直近1年間の最多ダウンロード論文として、同誌のホームページに紹介された。また、「エマルションフロー法」の技術を、工場廃液からの有価物・有害物の回収・除去に利用することを発案し、関連3特許がライセンス化された。また、広報に努めた結果、工場廃水浄化等への画期的技術としても企業の大きな注目を集め、関連する特許が大手メッキ加工会社等の3社に実施許諾され、産業利用が進められている。さらに、本技術は、平成21年度「特許ビジネス市」で特に優秀な特許として認定され、「琵琶湖特許市」でも高い評価を得ており、今後、産業界に大きな貢献が期待できる。

8.シミュレーション工学研究　【中期計画該当箇所：I.5.(1) 8) 】
	【中期計画】
グリッド技術による並列分散計算技術を開発し、原子力施設の耐震性評価用仮想振動台を構築する。原子炉材料のき裂進展、核燃料の細粒化現象の機構解明や、原子力分野におけるナノデバイスの開発に貢献するため、ミクロからマクロに至る計算手法を統合したマルチスケーリングモデル手法を構築する。低線量放射線影響の解明に貢献するため、ITを活用したゲノム情報解析用データベースを構築し、DNA修復タンパク質の機能を解明するとともに、DNA 損傷・修復シミュレーションの高度化を進める。さらに、超高速ネットワークコンピューティングに関する技術開発と次世代ハードウェア技術による専用シミュレータ基盤技術の開発を行い、超高速コンピューティングニーズに効率的に対応できるシステムを構築する。

	【具体的な研究課題と達成目標】
8-1：平成19年度までに高度化したセキュリティ機能・高速通信機能等と、国際協力等のもとに拡充している計算機環境を連携させ、耐震性評価用仮想振動台が必要とする演算処理を並列分散処理するグリッド技術の実験的環境を構築し、その動作確認実験を行うとともに、HTTRの実測データと原子力施設の耐震性評価用仮想振動台の計算結果を比較検証する。また、この高度化したグリッド技術(並列分散データ処理機能、並列分散演算機能)を適用することでグリッド対応耐震性評価用仮想振動台を構築し、HTTRの全体解析を実現する。
8-2：応力腐食割れにおけるき裂進展機構解明のため、原子炉材の結晶粒界の脆化元素効果を第一原理計算から求め、そのデータを組み込んだマルチ・スケールき裂進展シミュレーションコードを開発し、実験結果と比較する。さらに、結晶粒界の脆化元素効果に対するミクロな計算、脆化元素の偏析効果に対するメゾ計算及びき裂の複雑な進展のマクロな計算を組み合わせてマルチ・スケール亀裂進展シミュレーションを行い、実験結果と比較する。
8-3：細粒化機構解明に貢献するため、転位ネットワーク形成メソスケールシミュレーションコードとバブル/粒界の相互作用を調べるマクロスケール粒界移動シミュレーションコードを開発する。さらに、転位ネットワーク形成から細粒化発生を再現し、粗大化バブル成長との関係を探査することで細粒化シナリオの検証を行う。
8-4：超伝導放射線応答デバイス開発に貢献するため、特徴的スケールが異なる超伝導デバイス内と外部環境を統合し、デバイス全体の動作をシミュレーションするモデルとコードを開発する。さらに、そのコードによる結果を解析し、放射線応答の応答特性とデバイス機能についての体系化を行う。
8-5：構築したゲノム情報解析用データベースを用いて、さまざまな放射線に対するDNA修復タンパク質を検索できるようにし、低線量放射線に応答するDNA修復タンパク質を明らかにすること、及び平成19年度までに開発したシミュレーション技術を用いてDNA損傷の修復過程シミュレーションを実行することで、低線量放射線影響の解明に貢献できることを検証する。さらに、同データベースから抽出した修復タンパク質とDNAとの複合体に対し、動的構造シミュレーションを実行し、修復タンパク質が損傷DNAをどのように認識するかを明らかにする。
8-6：細胞核条件下での放射線によるDNA損傷生成の特徴を明らかにし、種類・エネルギーの異なる重イオンの飛跡構造とDNA損傷スペクトルの関係に関する詳細解析を行う。8-オキソグアニンと鎖切断を持つDNAの修復機構について調査し、クラスター損傷を構成する損傷の配置、個数の組合せを変えて、修復酵素との結合機構の変化を明らかにする。人体臓器と幹細胞の階層化モデルを用いたシミュレーションを行う。
8-7：次世代ハードウェア技術による専用シミュレータ基盤技術の開発については、東北大学等との連携協力によって超低消費電力でコンパクトなスピン演算回路の最新の開発成果を導入し、当該次世代技術による専用シミュレータで実現可能な基本機能を数値シミュレーション等で確認する。また、マイクロプロセッサによる基本動作手順の模擬確認及びスピン演算回路の利用を仮想した場合の演算速度と消費電力の概略推定を行うことで、専用シミュレータ中核部の基本設計を明らかにし、将来の超高速コンピューティングニーズのうち実験支援等の分野で貢献できる有用性を示す。
8-8：茨城地区スーパーコンピュータの調達手続きを実施し、運用に供する。また、基幹ネットワークの需要増に対応した信頼性向上策を実施するとともに、セキュリティ対策強化やネットワーク機器の老朽化対策を柱とするネットワーク最適化を進める。



<<達成内容>>
8-1：平成19年度までに高度化したセキュリティ機能・高速通信機能等と、国際協力等のもとに拡充している計算機環境を連携させ、耐震性評価用仮想振動台が必要とする演算処理を並列分散処理するグリッド技術の実験的環境を構築し、その動作確認実験を行った。その結果、通信やセキュリティに関する基本機能に加え、大規模計算の実行時に重要となる耐障害性機能も動作確認できたことから一億自由度(市販プログラムで解析できる規模の約千倍)を超える大規模構造解析の実現の見通しを得た。また、高温工学試験研究炉(HTTR)の建屋、機器を例題とした計算を実施し、地震観測データや実験データを含む多様な実測データ(165件)との比較検証を行い、計算結果が実測データを再現していることを確認した。さらに、高度化したグリッド技術(並列分散データ処理機能、並列分散演算機能)を適用することでグリッド対応耐震性評価用仮想振動台を構築し、HTTRの全体解析を実現した。HTTRの二重管構造や吊り構造を含む構造物の詳細解析を実施し、実測データとの比較を行った結果、耐震性評価に必要な周波数等が再現されることを確認した。
本研究に関連する成果は、機構内でのHTTR熱応力解析、高速増殖炉の設計指針の決定、国際原子力エネルギー・パートナーシップ(GNEP)の活動、東京電力等との産学連携研究(外部資金事業)等に幅広く活用されたほか、計算科学分野の世界最大の国際会議(SC08)で「大規模解析コンクール優秀賞」を受賞するなど国内外で4件の賞を受けた。
8-2：応力腐食割れにおけるき裂進展機構解明のため、鉄の結晶粒界に対する脆化元素効果を第一原理計算から求め、その結果をマクロのき裂進展シミュレーションコードに取り込めるマルチスケール・シミュレーションコードを開発した。このコードによる水素、酸素等による脆化効果を取り入れたき裂進展シミュレーション結果と実験により得られた応力腐食割れの破断応力とを比較し、応力腐食割れの原因として粒界酸化を仮定した場合に実験結果とよく一致する結果を得た。さらに、結晶粒界の脆化元素効果に対するミクロな計算、脆化元素の偏析効果に対するメゾ計算及びき裂の複雑な進展のマクロな計算を組み合わせて鉄を対象としたマルチ・スケールき裂進展シミュレーションを行い、破壊強度や破断時間について引っ張り試験結果と一致することを確認した。
開発したマルチスケールモデリング手法は、機構を含め企業10社及び12大学等で推進する鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発(外部資金事業)にも活用された。
8-3：細粒化機構解明に貢献するため、転位ネットワーク形成メゾスケールシミュレーションコードを開発し、シミュレーション結果と実験データが整合することを確認した。従来、転位の運動のシミュレーションを明瞭な亜結晶が形成されるまで発展させることは、シミュレーション時間の観点から極めて困難な課題であったが、最終的に実現される微細構造を最適化法で推定するなどによりこれを解決した。また、バブル/粒界の相互作用を調べるマクロスケール粒界移動シミュレーションコードを開発し、転位動力学による転位ネットワーク形成メゾシミュレーションと連携動作可能とするモデリング手法を構築した。さらに、マルチスケール・シミュレーションにより転位ネットワーク形成から細粒化発生を再現し、粗大化バブル成長との関係を探査できる手法を開発し、この手法により細粒化シナリオの検証を行った。シミュレーション結果は、実験的に予測されている細粒化のメカニズム(転位の組織化による亜粒界形成)を裏付けるものとなった。
8-4：超伝導放射線応答デバイス開発に貢献するため、デバイスと外部環境を統合し、両者のダイナミクス(デバイス全体の動作)を同時に解くモデルを構築し、シミュレーションコードを開発した。その結果、超伝導デバイスの内部で起こる非線形ダイナミクスに外部環境がどのような影響を及ぼすか、また、その逆の効果として、内部のダイナミクスが外部にどのように伝搬するかに関する知見をシミュレーションにより得た。さらに、開発したコードによる結果を解析し、放射線応答特性とデバイス機能についての体系化を行った。その結果、放射線検出デバイスに超伝導を用いると応答速度・精度が従来の検出器に比べて桁違いに向上する現象(平成19年度実証)に関して、微視的な超伝導材料の電子状態と応答特性の関係を理論的に説明できた。
8-5：平成19年度までに構築したゲノム情報解析用データベースに対し、放射線の線種・線量に関する項目を組み込むことで、さまざまな放射線に応答するDNA修復タンパク質を検索できるよう整備した。これにより、DNA修復タンパク質の網羅的な検索が可能となり、低線量放射線に応答する複数のDNA修復タンパク質を同定できるようになった。さらに、開発したシミュレーション技術を用いて、データベースから抽出した修復タンパク質とDNAとの複合体に対し、100ナノ秒以上(様々な複合体に対するシミュレーション時間の合計)の動的構造シミュレーションを実行した。DNA損傷修復過程の10万原子を超える体系に対し、100ナノ秒以上のシミュレーションは世界初の成果である。また、このシミュレーションにおいて、DNA認識前後のタンパク質のダイナミクスの違いを確認できたことから、生体の低線量放射線影響の理解に向け、修復タンパク質が損傷DNAをどのように認識するかのメカニズム解明に貢献できることが検証できた。加えて、ゲノム情報解析用データベースから抽出したDNA修復タンパク質MutSとDNAとの複合体に対し、動的構造シミュレーションを実行し、正常なDNAと損傷したDNAに対するMutSの反応の違いを見出し、DNA修復タンパク質による損傷DNA認識過程のモデルを提唱した。
8-6：放射線の種類による損傷の特徴を解明するため、細胞核条件下のDNAに様々な線質の重粒子線を照射するシミュレーションを行い、DNA損傷スペクトルの線質依存性を解明した。関連してDNA高次構造及び溶存酸素濃度が損傷収率に与える影響について明らかにした。また、異なる種類・エネルギーの重粒子線に関し、飛跡周囲の動径方向エネルギー付与分布とDNA損傷の空間分布との関係を詳細に解析した。8-オキソグアニンと鎖切断の2つの損傷を持つクラスター損傷DNAの構造変化の解明と修復計算から、DNAの構造変化の大きさと修復され難さに相関があることを明らかにした。また、異なる損傷の組合せからなるクラスター損傷数・種類についての修復酵素の結合シミュレーションを行い、損傷間の距離が大きくなるとDNA損傷付近の構造変化が小さくなり修復が容易になることなど、修復酵素との結合機構の変化を明らかにした。胃を対象に幹細胞を特定した階層化モデルを開発し、H19年度までに開発した線量計算コードと階層化モデルを用いたシミュレーションを行い、エネルギー付与の基礎特性を明らかにした。なお、DNA損傷・修復過程のシミュレーションの高度化については、外部資金事業の一環として、外部の関連研究機関と協力して実施した。
○生体ボクセルモデルを用いた被ばく線量評価法の開発で平成21年度日本原子力学会賞技術賞を受賞した。
8-7：次世代ハードウェア技術による専用シミュレータ基盤技術の開発については、東北大学等との連携協力によって超低消費電力でコンパクトなスピン演算回路の最新情報を得るとともに、当該ハードウェアが実現すべき基本機能(流体運動のシミュレーション機能)について、モデルが簡易な格子流体法を採用することによって、論理演算のみで時間変化計算を実行できることを数値シミュレーションで確認した。このことは、消費電力の大きい乗算回路等の使用が削減でき、超低消費電力計算の可能性を示唆している。また、専用シミュレータ中核部の電子回路について、隣接した演算回路間のみのデータ転送で逐次並列的に高速計算を実行できるシストリックアレイ方式を採用し、流体解析を例として、マイクロプロセッサによる基本動作手順の模擬確認及びスピン演算回路の利用を想定した演算速度と消費電力の概略推定を行い、専用シミュレータ中核部の基本設計を具体的に示した。さらに、演算速度と消費電力について汎用ベクトルプロセッサとの概略比較を行った結果、超低消費電力でコンパクトという特長を有することから、将来の超高速コンピューティングニーズのうち、実験支援・運転支援・医療等の現場におけるニーズに貢献できる可能性を確認した。
8-8：茨城地区スーパーコンピュータの調達を完遂し、平成22年3月1日より214TFLOPS(運用開始時点で国内1位)の性能を有するスーパーコンピュータの運用を開始した。また、基幹ネットワークの需要増に対応した信頼性向上策として、機構のメールサーバの更新及び基幹ネットワーク部コアスイッチ等の予備システムを整備した。これにより、メールサーバの老朽化及び記憶容量不足を改善するとともに、基幹ネットワーク障害による機構業務への影響を大幅に低減させた。さらに、セキュリティ対策強化を加えたネットワーク最適化計画を策定し、これに基づいて老朽機器の一部更新、ウィルス対策ソフトの統一等を実施した。

A.分離・変換技術の研究開発　【中期計画該当箇所：Ⅰ.1.(3) 1) 】
	【中期計画】
原子力利用に伴う高レベル放射性廃棄物の処分に係るコストを合理的に低減することを目指し、高速増殖炉サイクル技術並びに加速器駆動システム(ADS)を用いた分離変換技術の研究を、分離技術と核変換技術の整合性を保ちつつ進める。また、廃棄物処分における分離変換技術の導入シナリオ、導入効果の検討を進める。
①分離技術の研究では、いずれの方法にも適用可能な技術基盤として、マイナーアクチノイド(MA)や長寿命核分裂生成物(LLFP)、発熱性核分裂生成物の適切な分離を達成できるプロセス技術に関する基盤データを取得する。これらの成果をもとに、コストを低減可能な新しい分離プロセス概念を構築、提示する。
②核変換技術の研究開発では、核変換の対象となるMAやLLFPの核データ整備、核設計コードの整備及び炉物理実験による設計精度の向上を進める。また、MA含有燃料の物性取得やLLFP含有ターゲットの試作により、核変換技術の基盤構築に資する。
ⅰ 高速増殖炉サイクル技術を用いた方法については、MA含有燃料ペレットの試作及び照射試験等、高速増殖炉サイクル実用化戦略調査研究で実施している要素技術の研究等を基に、高速増殖炉技術による分離変換システムを構築、提示する。
ⅱ 加速器駆動システム(ADS)を用いた方法については、システムの概念検討と共に、核破砕ターゲット用材料、超伝導陽子加速器の要素技術、鉛ビスマス関連要素技術の研究を進め、成立性の高い核変換技術を構築、提示する。ADS用燃料サイクル技術の研究として、MA高含有窒化物燃料及び乾式処理プロセスの技術的成立性評価に資するデータを取得する。
これらの実施にあたっては外部資金の獲得に努める。

	【具体的な研究課題と達成目標】
A-1：廃棄物処分における分離変換技術の導入シナリオ、導入効果の検討を進める。

①離技術研究開発
A-2：分離技術に関しては、マイナーアクチノイド(MA)/ランタノイド(Ln)の相互分離のために調製した新規ソフトドナー系抽出剤含浸吸着剤からの抽出剤の溶解性を評価するとともに、抽出クロマトグラフ法によるMA分離についてカラム試験で分離挙動データを取得し、新規抽出剤含浸吸着剤の安定性を評価する。また、窒素ドナー系イオン交換樹脂(3級ピリジン樹脂)による再処理技術に関する基礎工学的評価と模擬高レベル廃液を用いた試験で特性評価を行う。
A-3：発熱性の核分裂生成物(FP)の吸着分離法について、有機吸着剤によるカラム吸着試験を実施して基盤データを取得し、分離プロセス特性を評価する。また、ナノ分離剤担持複合吸着剤による発熱性核種の吸脱着特性評価を行うとともに、模擬高レベル廃液を用いて分離特性を評価する。
A-4：希少元素FP及び長寿命FP(LLFP)の塩酸環境下及び模擬高レベル廃液条件下における電解分離特性と水素製造触媒利用に関するデータを取得し、基礎的知見を充実させる。β核種を対象とする高度分析装置を製作し、据付ける。
A-5：これらの成果をもとに、新しい分離プロセス概念を構築・提示する。

②核変換技術研究開発（共通技術開発）
A-6：MA及びLLFPの核データ整備については、J-PARC物質生命科学実験施設の第4ビームライン(BL4)に核データ測定用の中性子核反応測定ビームライン及び中性子核反応測定装置を完成させ、中性子捕獲断面積測定を可能にするとともに、高速中性子捕獲断面積測定手法の適用範囲を拡大する。
A-7：核設計コードの整備については、最新の計算科学技術を用いて、解析効率及び信頼性を向上し、既存の燃焼解析システムの計算機能を全て包含したMA燃焼解析システムを開発する。
A-8：炉物理実験による設計精度の向上については、高速炉体系で測定されたMA核種の核分裂率測定に関する積分評価を実施して設計精度の向上に資する。また、ロシアのBFS高速臨界実験装置で行われたNp装荷臨界実験の解析結果を評価し、核データの改良に反映する。
ⅰ 高速増殖炉システムに関する事柄
A-9：高速増殖炉サイクルを用いた方法については、「常陽」を用いたMAサンプル照射試験の一環として、化学分析したサンプル数を拡充した解析を行い、総合的な試験解析結果の精度向上を図るともに、核データの改良に反映する。

ⅱ 加速器駆動システムに関する事柄
A-10：加速器駆動システム(ADS)に関しては、超伝導陽子加速器の停止頻度を既存施設の運転データに基づいて推定し、未臨界炉の構造への影響を評価する。また、ビーム窓の寿命評価の根拠となる核破砕ターゲット用材料の機械的強度データを取得する。さらに、鋼材の腐食や照射効果を考慮して被覆管及びビーム窓の健全性を評価するとともに、安全性に関する解析検討を実施し、これまでの検討結果と総合して、成立性の高い核変換技術を構築、提示する。
A-11：ADS用燃料に関しては、MA含有窒化物燃料の熱物性データを拡充するとともに、TiNを希釈材とするMA含有燃料の製造性を検討する。また、MA含有合金燃料上のTRU元素の蒸気圧を実測する。さらに、MA窒化物燃料の熱拡散率等の熱物性データを拡充するとともに、分離したCmを用いて物性データを取得する。
A-12：乾式処理プロセスに関しては、窒化物燃料の電解、回収、再窒化時の物質収支を評価するとともに、Am酸化物の溶融Li塩化物中の溶解度データを取得する。さらに、窒化物燃料の電解挙動に対する希釈材濃度の影響を評価するとともに、電解回収物の再窒化粉末を原料として調製した燃料ペレットの性状を明らかにする。これらによりADS燃料サイクルの技術的成立性を提示する。



<<達成内容>>
A-1：原子力委員会研究開発専門部会の下に、「分離変換技術検討会」が設置(平成20年9月～平成21年3月)され、分離変換技術の導入意義とシナリオ、研究開発の現状と課題、今後の研究開発の進め方等に関する議論が行われた。原子力基礎工学研究部門と他研究開発部門/拠点が協力して、同検討会への資料提供及び説明を行った。特に、導入効果の検討における処分場面積低減効果算定では、高レベル放射性廃棄物(HLW)処分技術開発との連携を図った。
上記検討会では、分離変換技術について、「HLWの潜在的有害度の低減、地層処分場に対する要求の軽減及び地層処分体系の設計における自由度の増大等の意義がある」とされたほか、軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへの移行期から高速増殖炉サイクルの平衡期までを含む将来の原子力発電システム体系の一部として研究開発を進めるべきこと、基盤データ整備が重要であること、平成22年頃の高速増殖炉サイクルに関する評価と第2再処理工場に関する議論を踏まえた研究開発方針の一層の具体化が必要であること等が示された。また、発電用高速増殖炉利用型及び加速器駆動システム(ADS)を中心とした階層型概念の個々のプロセス(分離、燃料製造、核変換、燃料再処理)に対する、平成12年のチェック・アンド・レビュー以降の研究開発の進捗状況について、「現段階では、それぞれの分離変換技術の研究開発は、概していえば、基礎研究段階から準工学段階にまで発展してきている」との評価を得た。分離変換技術については、原子力委員会による確認を受けつつ研究開発を行っており、その導入効果として、いくつかの仮定の下に処分場における廃棄体の定置面積を約1/4～約1/100に縮小可能であるという試算を平成19年に示しているが、分離変換技術検討会が示した報告書「分離変換技術に関する研究開発の現状と今後の進め方」(平成21年4月)での指摘を踏まえつつ、基礎データの充足及び基本的ベンチマークの充実を目指した研究開発を継続した。

①分離技術研究開発
A-2：MA/Lnの相互分離のための抽出クロマトグラフ法開発では、外部資金による研究(以降、「外部資金事業」と略記)において、調製した新規ソフトドナー系抽出剤であるピリジンアミドの含浸吸着剤からの溶解性と含浸吸着剤のガンマ線及び酸に対する安定性を定量的に評価し、MAであるAm(Ⅲ)とLnであるEu(Ⅲ)を用いたカラム試験を実施して両者の分離のための最適条件を検討した。また、他研究開発部門との連携協力のもと、TODGA及びTOPEN抽出剤を担持した吸着剤によるバッチ吸着試験を実施して、Am, Cm等の吸着挙動データを取得した(外部資金事業)。この結果を基に試験条件を設定したカラム吸着試験を実施してMA(Am, Cm)、Ln等の分離挙動データを取得し、分離プロセス特性を評価した。
窒素ドナー系イオン交換樹脂(3級ピリジン樹脂)による再処理技術の研究では、主要なFPとしてTc及び白金族元素の3級ピリジン樹脂へのイオン交換特性を詳細に調べるとともに模擬高レベル廃液試験を実施し、基礎工学的評価及びFPのイオン交換分離特性評価を行った。
極性希釈剤を用いる全アクチノイド同時一括抽出法(ORGAプロセス)の開発では、これまでの取得データを評価し、成果の一部を日露米仏で国際特許申請した。
A-3：発熱性のFPの吸着分離法では、抽出剤(Sr用：クラウンエーテル、Cs用：カリックスクラウン)を担持した有機吸着剤によるカラム吸着試験を実施し、Sr及びCs、さらにTRU元素等の共存元素の吸着基盤データを取得した(外部資金事業)。また、その結果を基に吸着剤の分離性能を評価した。さらに、Sr及びCsの有機吸着剤によるカラム吸着試験を実廃液及び模擬廃液を用いて実施し、分離挙動、吸着カラム耐久性等の分離プロセス特性を評価した。また、ナノ分離剤担持複合吸着剤について、Csの模擬高レベル廃液からの分離試験を実施して吸脱着特性を評価するとともに、Sr及びCsの分配係数の酸濃度依存性データを模擬高レベル廃液を用いて取得し、共存元素の影響が少ない等の分離特性を評価した。さらに、Srの分離及び固化体の熱電変換効率を評価した。
A-4：希少元素FP及びLLFP(Pd、Ru、Ph、Tc)の電解分離特性と水素製造触媒利用について、塩酸溶液の模擬高レベル廃液を用いて電解採取試験を実施し、電解分離特性データと水素製造触媒としての析出電極の活性データを取得し基礎的知見を充実させるとともに、酸濃度の異なる模擬高レベル廃液条件下における電解分離特性と水素製造触媒利用に関する触媒活性等の基礎データを取得した。また、β核種を対象とする高度分析装置の製作について、製作・据付、許認可手続を終了した。
A-5：これまでの個別の分離要素技術の研究成果を総合して、硝酸濃度を低下させる必要がない、リンを含む抽出剤を使用しないといった特徴によりコスト低減の可能性がある、新しい分離プロセス概念を構築・提示した。

② 核変換技術研究開発（共通技術開発）
A-6：J-PARC物質生命科学実験施設の第四ビームライン(BL4)に核データ測定用中性子核反応測定装置を完成させて中性子捕獲断面積測定を可能にするとともに、高速中性子捕獲断面積測定手法の適用範囲を拡大し、Tc-99の断面積データを測定した。また、東京大学弥生炉にてNp-237を用いた高速中性子照射を実施し、照射により放射化したNp-237やフラックスモニターのガンマ線データの解析放射化法によるMAの高速中性子捕獲断面積測定技術の有効性を評価した結果、高精度で断面積を導出できる見通しを得た。
A-7：核設計コードの整備として、平成19年度までに開発した実機燃焼解析システムをMA燃焼解析に適用するために、時間依存の実効断面積計算機能及び各種ソルバーへの機能拡張の検証解析を行った。これをもって、最新計算科学技術で解析効率及び信頼性を向上し、既存の燃焼解析システムの計算機能を全て包含した、新たなMA燃焼解析システムの開発を完了した。さらに、高速実験炉「常陽」の燃焼係数を本システムと従来システムで解析し、各々の計算結果と測定結果との比較を行い、本システムが既存の燃焼解析システムの計算機能を全て包含していることを検証した。
A-8：炉物理実験による設計精度向上については、FCAに構築された8つの高速炉体系において測定されたMA核種の中心核分裂率比について、世界でもっともよく利用される3つの核データライブラリーの最新版を用いて解析し、各ライブラリの予測精度を積分評価するとともに、設計精度の向上に資するために断面積データの修正の必要性を指摘した。また、従来の炉定数調整用積分実験データセットを基として、さらにロシアのBFS高速臨界実験装置で行われたNp装荷臨界実験データ及び解析結果を加えた場合に、Np装荷炉心の核特性予測精度が向上することを確認し、核データへその成果を反映した。さらに、ロシアのBFS高速臨界実験装置を用いて行われたNpを大量に装荷した標準Pu富化度炉心実験、高Pu富化度炉心実験、高次化Pu炉心実験の解析結果を用いて、JENDLライブラリに基づく炉定数調整計算を行い、核データの改良に反映した。

ⅰ 高速増殖炉システムに関する事柄
A-9：機構内の燃料試験施設において、新たにMA等の照射サンプル(1990年代に「常陽」を用いて照射したもの)を化学分析し、その結果を用いたMAサンプル照射試験解析を行って、JENDLに基づく炉定数の精度向上を行うとともに、核データ改良への反映を行った。

ⅱ 加速器駆動システム(ADS)に関する事柄
A-10：ADSの概念検討では、ADS用超伝導陽子加速器の停止頻度の未臨界炉の構造への影響を、国内外の既存加速器施設の運転データに基づいて推定し、未臨界炉の4カ所の部位に対するビーム停止時の熱過渡解析で求めた加速器ビーム停止頻度の制限値と比較した結果、ビーム停止時間が10秒以内であれば現在の加速器技術で制限を満足でき、300秒を超えるビーム停止では、停止頻度を約1/30程度に低減する必要があることが分かり、当面の目標を設定することができた。
照射効果については、ADSビーム窓の寿命評価に資するため、スイス・ポールシェラー研究所(PSI)で陽子ビームを照射した核破砕ターゲット用構造材料候補の改良316ステンレス鋼(SUS316鋼、改良SUS316鋼=JPCA鋼)の引張り試験データを取得するとともに、引張り試験後の破面を観察した結果、約20dpaの照射量でも延性が残っていることを確認した。また、JPCA鋼の疲労試験データを解析した結果、未照射材の場合と疲労寿命に差異が見られないことが分かった。さらに、陽子ビームを照射したJPCA鋼の電子顕微鏡観察データを取得し、20dpa程度まで健全性が保たれる見通しを得た。これらの知見に基づき、燃料被覆管及びビーム窓の寿命評価を行い、運転期間中の健全性を確保できる見通しを得た。
材料の耐食性については、液体鉛ビスマス中で耐食性が優れていると予想されるSUS316鋼へAl共晶合金被覆を行った試作材について、1,000時間の腐食試験(550℃、酸素濃度約5×10-6wt%)を実施し、この被覆が耐食性を向上させていることを確認した。また、SUS316L鋼の粒界制御材に対する鉛ビスマス流体によるエロージョン試験を行い、粒界制御材が腐食されにくいことを明らかにした。
ADSの安全性に関しては、事故事象の検討から、炉心損傷に至る可能性が10-6/炉年以下とできる見通しを得た。また、超伝導陽子加速器の主要な構成要素であるクライオモジュールについて大電力高周波試験を実施し、高周波空洞を2Kまで冷却することで安定した陽子加速が実現できる見込みを得た。
以上の成果と平成19年度までの成果を総合し、ADSを用いた成立性の高い核変換技術を構築、提示した。
A-11：ADS用燃料については、廃棄物安全試験施設において、MA含有窒化物燃料(含有するMA組成が異なる単相の(Np,Am)N及び(Am,Pu)N固溶体)の熱拡散率を測定して、Am含有窒化物の熱物性データを固溶体まで拡充するとともに、それらの組成依存性を明らかにした。外部資金事業で、ZrNと同様に核的に不活性な希釈材であるTiNとMA含有燃料の混合条件や焼結条件等の製造性を検討し、TiN中に(Am,Pu)Nを分散させた二相分散型窒化物燃料ペレットを製造した。また、Am含有量の異なる2種類のAm-Pu合金上のAm平衡蒸気圧を実測して、温度依存性に関するデータを取得した(外部資金事業)。さらに、ZrNやTiNを含有したMA窒化物燃料のMA組成及び温度依存性に関する熱拡散率等の熱物性データを拡充した。また、(Pu,Cm)O2からイオン交換により分離したCmを用いて高純度CmNを合成し、格子定数、熱膨張率等の物性データを取得した(外部資金事業)。
A-12：乾式処理プロセスについては、(U,Pu)Nの溶融塩電解、液体Cd陰極へのU及びPuの回収及び蒸留窒化法による再窒化を行い、工程中のアクチノイドの物質収支を明らかにした。また、溶融LiCl-Li2O中におけるAmO2の溶解度データを取得した(外部資金事業)。さらに、窒化物燃料の電解挙動に対する希釈材(ZrN及びTiN)の濃度の影響を、それぞれについて濃度を30, 60, 90mol%に変化させた電気化学測定により評価した。また、窒化物燃料の電解により生じた電解回収物の再窒化粉末を原料として調製した燃料ペレットの密度、相状態、不純物濃度等の性状を明らかにした。これらにより、ADS燃料サイクルの技術的成立性を実験室規模で提示した。
○欧州におけるADSの研究開発プロジェクトであるEUROTRANSとの情報交換、ベルギー原子力研究センターでの材料の中性子照射試験の準備、フランス原子力庁(CEA)での核変換専用燃料の照射試験、スイス・PSIとの材料の陽子照射試験に関する協力等、引き続き、国際協力による効率的な研究開発の推進に努めた。また、経済協力開発機構(OECD/NEA)や国際原子力機関(IAEA)における諸活動を牽引し、本分野の国際的な活性化に貢献した。
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